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（訂正）規約の一部変更及び役員の選任等に関するお知らせ 
 
 
 本投資法人が平成 21 年 7 月 29 日に発表いたしました「規約の一部変更及び役員の選任等に関す

るお知らせ」の別紙「第 7 回投資主総会招集ご通知」の一部に誤りがありましたので、下記の通り

訂正いたします。なお、訂正箇所（一部文頭の表示位置）は網掛けにて表示してあります。 

 

記 

 

訂正内容 

別紙「第 7回投資主総会招集ご通知」9ページ 

第 1号議案 規約一部変更の件 ２．変更の内容 

現行規約第 27 条（資産評価の方法、基準及び基準日）１．(6) 

 

＜訂正前＞ 
現  行  規  約 変  更  案 

(6) 別紙１ ２．(3)ｃ．及びｄ．に 
該当する金融先物取引等及び金融 
デリバティブ取引に係る権利 

ａ．取引所に上場している各取引に 
より生じる債権及び債務は、当 
該取引所の最終価格（終値、終 
値がなければ気配値（公表され 
た売り気配の最安値又は買い気 
配の最高値、それらがともに公 
表されている場合にはそれらの 
仲値））に基づき算出した価額 
により評価する。なお、同日に 
おいて最終価格がない場合には 
同日前直近における最終価格に 
基づき算出した価額により評価 
する。 

 
ｂ．取引所の相場がない非上場の各 

取引により生じる債権及び債務 
は、市場価格に準ずるものとし 

(6) 別紙１ ２．(3)ｃ．に該当する 
デリバティブ取引に係る権利 

 
ａ．金融商品取引所に上場している 

デリバティブ取引により生じる 
債権及び債務は、当該金融商品 
取引所の最終価格（終値、終値 
がなければ気配値（公表された 
売り気配の最安値又は買い気配 
の最高値、それらがともに公表 
されている場合にはそれらの仲 
値））に基づき算出した価額に 
より評価する。なお、同日にお 
いて最終価格がない場合には同 
日前直近における最終価格に基 
づき算出した価額により評価す 
る。 

ｂ．金融商品取引所の相場がない非 
上場のデリバティブ取引により 
生じる債権及び債務は、市場価 
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て合理的に算定された価額が得 
られればその価額により評価す 
る。公正な評価額を算出するこ 
とが極めて困難な場合には、取 
得価額により評価する。 
但し、一般に公正妥当と認めら 
れる企業会計の基準により、 
ヘッジ取引と認められるものに 
ついては、ヘッジ会計が適用で 
きるものとする。また、金融商 
品会計基準に定める金利スワッ 
プの特例処理の要件を充足する 
ものについては、金利スワップ 
の特例処理を適用できるものと 
する。 

格に準ずるものとして合理的に 
算定された価額が得られればそ 
の価額により評価する。公正な 
評価額を算出することが極めて 
困難な場合には、取得価額によ 
り評価する。 
但し、一般に公正妥当と認めら 
れる企業会計の慣行により、 
ヘッジ取引と認められるものに 
ついては、ヘッジ会計が適用で 
きるものとする。また、金融商 
品会計基準に定める金利スワッ 
プの特例処理の要件を充足する 
ものについては、金利スワップ 
の特例処理を適用できるものと 
する。 

 
＜訂正後＞ 

現  行  規  約 変  更  案 
(6) 別紙１ ２．(3)ｃ．及びｄ．に 

該当する金融先物取引等及び金融 
デリバティブ取引に係る権利 

ａ．取引所に上場している各取引に 
より生じる債権及び債務は、当 
該取引所の最終価格（終値、終 
値がなければ気配値（公表され 
た売り気配の最安値又は買い気 
配の最高値、それらがともに公 
表されている場合にはそれらの 
仲値））に基づき算出した価額 
により評価する。なお、同日に 
おいて最終価格がない場合には 
同日前直近における最終価格に 
基づき算出した価額により評価 
する。 

 
ｂ．取引所の相場がない非上場の各 

取引により生じる債権及び債務 
は、市場価格に準ずるものとし 
て合理的に算定された価額が得 
られればその価額により評価す 
る。公正な評価額を算出するこ 
とが極めて困難な場合には、取 
得価額により評価する。 
 

但し、一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準により、ヘッジ取引と認
められるものについては、ヘッジ会計
が適用できるものとする。また、金融
商品会計基準に定める金利スワップ
の特例処理の要件を充足するものに
ついては、金利スワップの特例処理を
適用できるものとする。 

(6) 別紙１ ２．(3)ｃ．に該当する 
デリバティブ取引に係る権利 

 
ａ．金融商品取引所に上場している 

デリバティブ取引により生じる 
債権及び債務は、当該金融商品 
取引所の最終価格（終値、終値 
がなければ気配値（公表された 
売り気配の最安値又は買い気配 
の最高値、それらがともに公表 
されている場合にはそれらの仲 
値））に基づき算出した価額に 
より評価する。なお、同日にお 
いて最終価格がない場合には同 
日前直近における最終価格に基 
づき算出した価額により評価す 
る。 

ｂ．金融商品取引所の相場がない非 
上場のデリバティブ取引により 
生じる債権及び債務は、市場価 
格に準ずるものとして合理的に 
算定された価額が得られればそ 
の価額により評価する。公正な 
評価額を算出することが極めて 
困難な場合には、取得価額によ 
り評価する。 

但し、一般に公正妥当と認められる企
業会計の慣行により、ヘッジ取引と認
められるものについては、ヘッジ会計
が適用できるものとする。また、金融
商品会計基準に定める金利スワップの
特例処理の要件を充足するものについ
ては、金利スワップの特例処理を適用
できるものとする。 

 

以 上 

 


